
その他のサービスを大幅に見直す必要がでてきます。
それでも足りない分は借金で将来世代に負担を先送りすること
になります。
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なぜ『個別施設計画』が必要なの？

このまま対策をしなければ…

　将来世代に負担を先送りせず
　　　安心・安全な公共施設などを引き継いでいくために 

　本市は主要な施設を191施設保有していま
すが、そのうち約38％が築30年以上経過し、
老朽化が進行しています。
　今ある公共施設や道路・橋などをこのまま
の同じ構造・同じ面積で維持すると仮定する
と、今後40年間で総額2,888億円、年間平均

で約72.2億円が必要になります。本市で過去
5年または10年間で、公共施設などの新設や
更新に使ったお金は年間平均40.7億円ですの
で、年間で約31.5億円が不足する計算となり
ます。

施設が老朽化２

　2014(平成26)年の総人口約８万２千人を
ピークに、2040(令和22)年には約７万３千人
となり約11％減少し、少子化・高齢化がさら
に進むことが見込まれています。また、生産
年齢人口が減少することで市税などが減収す
る一方で、人口構成の変化に伴い社会保障な
どの費用が増大することが予想されます。

人口が減少、少子高齢化が深刻に１

税収の減少、社会保障費の増大が見込まれる中、

現状の公共施設やインフラを維持しようとすれば、その不足分を補うために、

　全国の自治体では、厳しい財政状況の中、人口減少や少子高齢化の進行などにより公共
施設などに対する利用ニーズの変化が予想されます。
　このことから公共施設などの状況を把握し、長期的な視点で、更新・統廃合・長寿命
化を計画的に行うことで財政負担の軽減を図ったり、公共施設などの最適配置を行う
ことが必要となっています。本市においても、限られた財源の中で、市民の皆さんのニ
ーズに対応したサービスを提供し続けるため、2016（平成28）年度に策定した「近江八
幡市公共施設等総合管理計画（以下、「総合管理計画」）」の基本方針を踏まえて、今回、
施設ごとの具体的な方向性を示した個別施設計画を策定しました。
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　総合管理計画は、中長期的な視点
が不可欠なため、2017(平成29）年度
から2056(令和38)年度までの40年
間を見通したうえで、計画の第１期を
2017(平成29)年度から2026（令和８)
年度までの10年間としています。
　個別施設計画は総合管理計画の実
施計画として位置付けており、計画期
間は総合管理計画に合わせています。
ただし、第1期の計画期間は2019(平
成31)年度から2026(令和８)年度ま
での８年間としています。

 計画期間の考え方

2018
年度
策定

●公共施設等
　総合管理計画
●個別施設計画
　2017～2056

第１期
公共施設等

総合管理計画

第１期
個別施設計画

第１期
2017～2026

前期（2017～2021）

後期５年の
計画見直し

第２期計画
の検討

後期５年の
計画見直し

第２期計画
の検討

後期（2022～2026）

前期（2019～2021） 後期（2022～2026）

第２期
2027～2036

第３期
2037～2046

第４期
2047～2056

※�「近江八幡市個別施設計画」は、市ホームページ（行政情報＞『行政改革』＞『近江八幡市個別施設計

画を策定しました』）からダウンロードしていただくか、市役所および総合支所の情報公開コーナー、

各コミュニティセンターに配置していますので、いずれかでご確認ください。

　個別施設計画での施設の方向性については、市が施設の老朽化の程度や利用状況、建物の更新や大規模改
修、維持管理に係る経費などを踏まえ検討したものです。具体的な実施については、市民の皆さんや施設利
用者などに十分な説明と調整を行いながら進めていきます。

2026(令和８)年度までに延床面積を7％削減
今後40年間で34％削減を目指します。

◦ 定期点検と保全による安心・安全な価値の高い施設の提供
◦ 機能の集中・複合化による充実したサービスの提供
◦ 財政負担の軽減・平準化による持続可能なまちづくりの実現

『個別施設計画』を策定しました

特集（�６～７ページ）の問い合わせ　行政経営改革室　 （３６）５５９９・ （３２）２６９５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 http://www.city.omihachiman.shiga.jp/

『個別施設計画』が目指すもの

『計画の期間』

『計画の数値目標』

『個別施設計画』の実施にあたって
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